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 ??????
　 租税の定義とは 、「 国家が、 特別の給付に対する反対給付としてではなく 、 公
共サービスを提供するための資金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人
に課する金銭給付」 である。公共サービスを提供する資金調達以外の目的で課さ
れる金銭給付は、租税とはいえない。例えば罰金・科料・過料・交通反則金のよ
うな違法行為に対する刑事上・行政上の制裁の性質を持つものが該当する。租税
の定義に見られるように、国家は租税を課することで国民の富を国家に強制的に
移転させるものであるから、租税は国家による国民の財産権の侵害といえる。こ
のような性質を持つものであるから 、 その賦課及び徴収にあたっては 、 必ず法
 
律の根拠に基づかなければならない 。 これを租税法律主義という （ 金子
 
２０１３，
 
 
８
 
－１０，７ １）。
　徴収された租税は国家や地方公共団体の財源となり、その活動を通じ、我々国
民に対し公共サービスや便益を提供し、我々国民生活を根底から支えている。租
税に関する研究領域は、税法学、経済学、財政学、経営学、そして会計学が存在
し、その裾野は広く深いものになっている。これらの研究領域において企業の課
税所得計算を対象とするものとして、税法学と会計学が挙げられる。また、一般
に企業の課税所得計算を対象とする研究領域を税務会計論と呼ぶ。税務会計論研
究は、 大きく税法学的アプローチと会計学的アプローチに分けることができる
（柳
  
２００９） 。本稿では、 会計学的アプローチからの税務会計研究の下地として、
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まず、税務会計及び税務会計研究の全体像を概観し、次に、課税所得計算を支え
る税務会計の基礎概念を金融商品取引法会計及び会社法会計 （ これらを合わせて
「企業会計」 と呼ぶ） との比較において整理し、 課税所得計算の本質に迫ることと
する。
 ??????????
　本章では、まず、税務会計の意義を述べた後、税務会計の分類を行い税務会計
の全体像を把握する 。 次に、 税務会計の根底に横たわる考え方の
 
１
 
つである 、 租
税の基本理念を確認し、税務会計の役割について検討する。その後、税務会計研
究の分類を行い、税務会計研究の全体像の把握と今後の課題について言及する。
??? ???????
　税務会計は、法人に当然に課されるべき租税である法人税の算定根拠となる課
税所得の算定に関する原理とその算定方法を扱う会計学の一分野である。具体的
には、課税当局や経営者等に対し、企業や組織の活動を認識、測定、分類し、課
税所得金額及び税額を算定し 、 これを結果として報告する一連のプロセスであ
 
る。 わが国において納付すべき （ あるいは還付される ） 法人税額は、 確定決算主
義に基づき一般に公正妥当と認められる会計の基準に則って算定された企業利益
をベースに、一定の調整がなされて課税所得が求められ、これに税率を掛け合わ
せて税額が算定される  １）。
　このように税務会計は企業会計の一側面を構成しているのであるが、実務にお
いては純粋に企業利益を基準に課税所得を計算するだけではなく、税務上の解釈
や規定が会計上の判断の規範になっている処理も少なくない  ２） 。税務会計は企業
会計における実務や報告に重要な役割を果たしており、企業会計と一体となって
企業や組織の会計実務を支えているのである。わが国の会計実務は、企業会計、
すなわち金融商品取引法会計及び会社法会計と税務会計の
 
３
 
つの会計が相互に作
用しあって、それぞれの間のバランスを保ちながら発展してきたのである。所謂
 １）  このように企業利益を基準として課税所得を計算することを 「基準性の原則」 と言う。また、 税務
上の解釈が会計上の判断に影響を及ぼしている状態のことを 「逆基準性」 と呼ぶ。
 ２）  ２０００ 年前後の時価会計導入の頃より、 会計と税務の処理の差異が拡がってきたが、 現在でも尚、
収益認識や販管費の認識、 減価償却といった中心的処理は税務が規範となっている （ 鈴木一 
２０１３，３ ２５） 。
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トライアングル体制である。
??? ???????
　税務会計の分野は大きく、①所得税務会計、②財産税務会計、③消費税務会計
の
 
３
 
つに大別される。 １
 
つ目の所得税務会計とは、法人税 （法人所得税） や所得税
（個人所得税） のように 「所得」 課税における課税標準の算定を目的とする会計で
あり、税務会計の中心領域となっている。所得とは、会計用語でいう利益のこと
である 。 わが国においては法人の稼得した所得に対して課せられる税のことを
「 法人税」 と呼んでいるが 、 元々は１８９９年（ 明治３２年 ） に所得税の中の第
 
１
 
種
 
所得税として創設され 、 所得税法によって規制されたのが始まりである 。 その
 
後、法人所得は法人全体としての事業活動により稼得した果実なので、包括的な
利益に対して比例税率で課税すればよく、個人所得のように所得を分類し超過累
進税率での課税にそぐわないと考えられるようになり、 １９４０年（昭和 １５年 ）の法
人税法制定を機に法人税が所得税から独立し現在に至っている （ 中田
 
２０１３，
 
１９１ －１９８） 。法人税は所得に課されるという意味で広義の所得税であるが、わが
国では所得税から独立した意味で、 法人所得税と呼ばずに法人税と呼ばれている。
そして一般に 「 所得税」 というときは 、 狭義の所得税、 すなわち個人所得に課さ
れる所得税を意味する （富岡
 
２０１３） 。
　２
 
つ目の財産税務会計とは、相続税や贈与税、固定資産税などのような 「財産」
 
課税における課税標準の評価を目的とする会計をいう 。３
 
つ目の消費税務会計と
は、普遍的間接税である消費税や、酒税、たばこ税といった個別間接税のような
「消費」 課税における課税標準の決定を目的とする会計である。
　 このように税務会計は何に着目して課税されるかという視点に基づいて 「 所
得」、「財 産」、「消 費」 の
 
３
 
つに大別されるが 、 本稿ではその中でも最も中心とな
る所得税務会計のうちの法人税に焦点を絞って論述する。
??? ?????
　ここで、租税の根底に横たわる理念を確認し、税務会計の役割とその現状を述
べておきたい。租税の基本理念を一言で表現すると、担税力に応じた課税の公平
の実現である （富岡
 
２０１３） 。担税力とは、 租税負担能力のことであり、 租税をど
のくらい支払うことが可能かの程度をいう。そして課税の公平とは、納税者は担
税力に応じて水平的にも垂直的にも公平に扱われなければならないとする原則で
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ある。水平的公平とは、同一の担税力を有する者は、租税負担は同一でなければ
ならないことをいう。収入が １００ 万円の者が
 
２
 
人いたとしたら、どちらかだけが
より重い租税負担になっては課税の公平が害されている。また垂直的公平とは、
担税力が異なる者に対しては、異なる租税負担が課されなければならないことを
いう。収入が １００ 万円の者と １ ,０００ 万円の者の租税負担が同じであれば、 課税の
公平が害されている。会計及び税務処理について、取扱いが異なるものを考える
際には、企業会計の考え方と、租税の基本理念の違いを意識すべきである。
??? ???????
　担税力に応じた課税の公平を実現するために税務会計が貢献できることは如何
なるものか。納付すべき税金の計算を極めて単純化すると以下の式になる。
　　　　課税標準　×　税率　＝　納付すべき税金
　 課税標準とは 、 課税の基準となるものであり 「 所得」、「財 産」、「消 費」 が当て
はまる。また課税標準は課税ベースとも呼ばれる。納付すべき税金の多寡は当然
ながら、課税標準と税率の大小に左右される。税務会計は正に、課税標準の算定
と把握を対象としており、課税標準が適正であるとき、課税の公平が担保されて
いるといえる。すなわち課税の公平の実現のためには、課税標準を適正に算定す
ることに税務会計の貢献の余地があるのである。
　上述の通り、課税標準が適正に求められており、かつ適正な税率であるとき、
課税の公平は相当程度担保されているはずである。しかし税務会計の現状は必ず
しも望ましい状態になっているとは言い難い。すなわち 「課税ベースの浸食化現
象（タックス ・ イロージョン） 」 が生じているのである （富岡
 
２０１３， １５） 。つまり
本来課税ベースに含められるべき所得が除かれていたり、反対に含められるべき
でない所得が含められることにより、あるべき課税ベースからの乖離現象が見ら
れるのである。タックス ・ イロージョンがわが国の税制に悪影響を及ぼしている。
　わが国は諸外国に比して実効税率が高いと批判されて久しいが、その原因の一
つに課税ベースが過小であることが挙げられる。つまり一定の税収を確保するた
めに現状の課税ベースでは税率を高いままに据え置かざるを得ないのである。そ
して高い実効税率が、産業の空洞化を招き、投資家の心理を冷やしているのであ
る。課税ベースの大小よりも税率が高低のほうが一般的に理解しやすいので、高
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税率の現状は経営者や投資家といったプロのみならず、一般人の心理を冷やして
おり、人の心理にも左右される景気に悪影響を及ぼしているように思われる。し
たがって、この現状を打破するためには、課税ベースをあるべきものに戻し、税
率を低下させることが必要と考える。現に １９９６年（平成
 
８
 
年）１１月 の「法人課税
 
小委員会報告」 において課税ベースを拡大・適正化しつつ税率を引き下げるとい
う方向性が打ち出され、 １９９８年（平成 １０年 ）税制改正よりその考え方が反映され
始めている（鈴木一
 
２０１３，２ ２２） 。
　ここで重要なことは、税務会計はあるべき課税所得は何かという永遠なる課題
に対して、重要な示唆及び制度的インプリケーションを提供し蓄積し続けていく
ことに重大な使命を負っているのである。そこで次節はこの課題をいかに研究す
るかという税務会計研究の方法論について論じる。
??? ?????????
　税務会計の代表的な分類としては、①税額はいくらになるかという 「課税所得
論」 と②税額を安くするにはどのようにすればよいかという 「税務計画論」 に大別
される（中田
 
２０１１，４ －
 
５
 
）。課税所得論が事業年度経過後の税務処理を扱う点で
事後的な分野であるのに対し、税務計画論は事業年度開始前あるいは初期段階で
の計画を扱う点で事前的な分野である。
　課税所得論とは、税法規定に基づく課税所得と税額を算定し報告するための実
践的・理論的研究である。わが国の税務会計は、伝統的に法令解釈型の課税所得
論を中心に発展してきた。 その契機は１９４７年（昭和 ２２年 ）税制改正の申告納税制
度の採用である。申告納税制度においては、納税者である企業は自己の課税所得
と税額を自主的に計算し税務申告書を課税当局に提出し税額を納付することにな
る。このような状況においては税務法令を如何に解釈し実務に適用するか、そし
て税務専門家や経理担当者の養成が最大の関心事になり、時代の要請に伴って課
税所得論が盛んに研究されてきたのである （鈴木一
 
２０１３， ５ －１０，２ ６） 。
　一方で税務計画論とは、税引後キャッシュ・フローを最大化し、経営者の意思
決定に資する情報を提供するための最適な税務計画は何かを研究する分野であ
る。税務計画論は元々アメリカにおいて盛んであった。わが国においては、市場
経済が成熟して安定期に入り、右肩上がりの増収が保証されない時代において、
経営者にとって税はコストという意識が益々強くなってきているため、税務計画
論の重要性は増している 。 ま た、 近年では経営者や企業の実力が税引後キャッ
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シュ・フローをベースに求められる企業価値によって測られることも増えてきて
いる。税引後キャッシュ・フロー最大化の要請から、税務計画論が注目されてい
る（鈴木一
 
２０１３，２ ６ －２７） 。
??? ?????????
　上で述べたように、わが国の税務会計は戦後の申告納税制度の定着の過程にお
いて課税所得論を中心に発展してきた 。 そこでは正しい税額計算は如何に行う
 
か、法令等の解釈をどのように行うか、税務当局との租税紛争を如何に回避する
かといったニーズが存在した。課税所得論は法令解釈型の理論的研究が盛んに行
われてきたのである。しかし申告納税制度が十分に浸透した現代においては従来
の法令解釈型の研究だけでは時代のニーズを満たせなくなってきている。すなわ
ち経営者にとっては税はコストという意識がこれまで以上に強くなり、税制改正
が税引後キャッシュ・フローに与える影響に関心を持つようになり、また税務行
政側にとっても税制改正の経営者の意思決定行動に及ぼす影響を分析する必要も
出てくる 。 これらの情報ニーズを満たすための
 
１
 
つの方策として 、 既におこった
客観的事実（ 現実の会計情報） を仮説を立てて検証する実証研究が有効な手段に
なると考える。わが国の税務会計研究の分野では、この実証研究の蓄積がまだま
だ途上にあると思われる。もちろん租税法律主義が採られている以上、伝統的な
法例解釈型研究や規範的な研究は今後も不可欠である。法令解釈型研究と共に実
証研究を蓄積していくことがわが国の税務会計研究のさらなる発展に寄与するで
あろう。
 ????????????
　今後の税務会計研究の方向性は、実証研究に基づく課税所得論と税務計画論で
あると述べた。そして、その前に確認しておかなければならないのが、現在の課
税所得計算の仕組みや税務会計の考え方である。そこで本章では、税務会計と企
業会計との間で大きな違いが見られる、法人概念と資本概念について述べる。そ
の中で、 金融商品取引法会計や会社法会計と異なっている箇所についても検討
 
し、税務会計の基本的な考え方を明らかにする。なお、租税法律主義に見られる
ように 、 課税所得計算は法人税法や関係諸法令によって規定されている 。 し た
 
がって、課税所得計算を述べるにあたっては、 「税務会計」 と「法人税法・税法」
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を同義で用いる。
??? ????
　税務会計の考え方を理解するために、税務会計の様々なところに影響を及ぼし
ている法人概念を認識しておくべきである。税務会計における伝統的な法人の捉
え方としては、 「法人実在説」 と「法人擬制説」 がある。法人実在説とは、法人を
個人株主とは別個独立した存在と捉える考え方で、企業会計における企業主体理
論にあたる。この考え方によると法人が稼得した経済的利益は法人において課税
される。他方、法人擬制説とは、法人は個人株主の集合体と捉える考え方で、企
業会計における資本主理論にあたる。この考え方によると法人税は所得税の前払
いと捉え、法人が稼得した利益は配当として個人株主に分配された段階で所得税
として課税される （大下
 
２０１３， １３ －１４） 。
　わが国では、 １９５０年（昭和 ２５年 ）のシャウプ勧告以来、 基本的には法人擬制説
に立って税制が設計されてきた。これは企業会計において企業主体理論、すなわ
ち法人実在説が採られていることと対称的な特徴である。税務会計の本質を理解
するには、まずは法人擬制説を念頭におくことが重要である。
　ここで注意すべき点は、法人擬制説の考え方が税制に一貫しているというわけ
ではないということである。法人擬制説は確かに所有と経営が一致した中小企業
にとっては実態に合っているが、所有と経営の分離した大企業にとっては法人実
在説のほうが実態に合っているように思える。現実の税制は、課税の公平や法人
の担税力を配慮し 、 時に政策的理由からも規制されるため 、 両者の考え方が混
 
在、あるいは両者の考え方から説明できないものも含まれているのが実情である
（大下
 
２０１３， １３ －１４） 。
　上記の考え方とは一線を画し、法人を契約の集合体と捉える考え方もある。現
実には中小企業から大企業まで様々な形態の企業が存在し、これら企業を取り巻
く利害関係者にも幅がある。このような状態では、税制を法人擬制説や法人実在
説で割り切って構築することは無理があり、また税制が企業行動に及ぼす分析の
観点からは無意味である。法人を契約の集合体と見る考え方では、企業を取り巻
く様々な利害関係者、すなわち株主、経営者、従業員、債権者、顧客、取引先、
税務当局等に着目する。各利害関係者と企業は契約で結ばれており、各利害関係
者は企業を通して経済的資源を交換し、それぞれの利益を稼得する。このように
企業を各利害関係者の連結環と捉えるのである。この場合税務会計は、各利害関
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係者の契約の利害を調整するための情報を提供するのに資するため、法人を契約
の集合体と捉える考え方は税務計画論において適合する法人観である （ 鈴木一
 
２０１３， ９８ －１０２） 。
　法人擬制説による説明は、上記のような批判や限界もあるが、課税所得論の本
質の説明においては、今なお、ある程度の意義があると考える。
??? ????
　税務会計の特徴が強く表れているところは資本概念である。資本、特に株主資
本について、 会社法、 伝統的な企業会計、 そして税務会計（法人税法） の考え方と
分類を整理しておく。それぞれの会計における株主資本の表示方法は以下の通り
である。
　会社法は、立法趣旨である債権者保護の観点から、株主資本の分類にあたり配
当可能性を重視する。株主からの出資額を資本金として計上し、さらに株主有限
責任の原則の見返りに配当不能額としての法定準備金を債権者のために留保して
いる 。 そして残余を配当可能額として剰余金にしている 。 次に企業会計原則で
 
は、 適正な期間損益計算を行う要請から 、 資本取引・ 損益取引の区分を重視す
 
る。そこで資本金以外を剰余金とし、資本剰余金と利益剰余金に区分している。
　他 方、 税務会計における株主資本は 、 資本金等の額と利益積立金に分けられ
 
る。資本金等の額とは、法人が株主等から出資を受けた金額で政令で定めたもの
であり （ 法人税法第
 
２
 
条第１６号 ）、 その具体的な計算は法人税法施行令で定めら
 
れている （法人税法施行令第
 
８
 
条第
 
１
 
号）。資本金等の額は資本金の額または出資
金の額と、資本金の額または出資金の額としなかった部分に分類される。後者は
２００６年（平成 １８年 ） の税制改正まで「資本積立金」 と呼ばれていたが、 資本金の
?????????????
法人税法企業会計原則会社法
１　資本金等
２　利益積立金
１　資本金
２　資本剰余金
３　利益剰余金
１　資本金
２　法定準備金
　（１） 　資本準備金
　（２） 　利益準備金
３　剰余金
出所：鈴木基（２ ０１３） ２５７頁  を参考に筆者作成
船　城　公　教
１２７
額または出資金の額と合わせて 「資本金等の額」 という概念が出来た。 資本積立金
の実質は資本主から拠出した部分である。したがって、税務会計における資本、
すなわち資本金等の額は資本主からの拠出に限定されている。
　また、会社法や企業会計原則においては、純資産の部に株主資本以外に 「新株
予約権」 と「評価 ・ 換算差額等」 を設けているが、税務会計ではこれらを資本扱い
していない。新株予約権は実際の株主からの拠出ではないので資本金等の額とは
言えない 。 また評価 ・ 換算差額等である 「 その他有価証券評価差額金」 の源泉で
あるその他有価証券について、企業会計では時価評価するが、税務会計では時価
評価しない。したがって、所得計算に何ら影響がないので利益積立金に該当しな
い。
　資本と利益の区分という考え方では、企業会計原則と税務会計は共通する部分
が多いように見えるが 、 税務会計の方がその区分に関してはより厳格なものと
なっている。企業会計原則においてもその一般原則において、資本取引と損益取
引とを明瞭に区別し、資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならないと規定さ
れているが（企業会計原則　第一　三） 、 欠損填補の場合は例外的にこの区分が問
題にならないようになった。すなわちその他利益剰余金がマイナス残高の時に、
その他資本剰余金からの振り替えを認めるというものである （ 企業会計基準第
 
１
号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」 １２） 。他方、法人税法で
は欠損填補の処理を認めていない。法人税法上は欠損状態、すなわち利益積立金
がマイナスのまま翌期に繰り越されるのである。このように、税法は資本主から
の拠出である資本と果実たる利益の区分を厳格に守っているのである （ 大下
 
２０１３， ６９ －７０；鈴木基
 
２０１３，２ ５７；成道
 
２０１３，２ ８ －２９） 。
　 税務上の資本の変動については 、 法人税法第２２条 第
 
５
 
項において「 資本等取
 
引」 として規定されている。資本等取引とは、①法人の資本金等の額の増加また
は減少を生ずる取引、及び、②法人が行う利益または剰余金の分配、及び、③残
余財産の分配または引渡しをいう。①の取引については株主との直接的な取引で
ある企業会計上の資本取引と同義である。税法では②と③の取引が加えられてい
る。②の利益等の配当については、課税済みの所得の分配であるので損益取引に
該当せず、またこれを資本取引に準ずるものとして資本取引に含めることで、支
払配当を損金の額に算入しないことを明確にしたものである （武田 ２０１３，２１ －２２；
成道２０１３， ２８） 。また、 ③の残余財産の分配及び引渡しは、 損益取引とも考えら
れるが、基本的に資本の払戻しと剰余金の分配に該当する取引と解される （富岡
税務会計研究概論及び課税所得計算の本質
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２０１３， ５４） 。したがって、②及び③も含めて資本 「等」 取引となっているのであ
る。
　
 ????????????????
　続いて、税務会計の重要な概念である所得概念について、前節の資本概念との
関わりにおいて述べる 。 法人税は「 所得」 に着目して課される税であり 、 所得は
課税の公平を実現するために担税力を反映したものでなければならない 。 し た
がって、所得の本質を考察しておくことは重要である。次に、課税所得計算の全
体像を、 法人税法第２２ 条に即して明らかにする 。 その中で 、 確定決算主義につ
いて検討し、税務会計と企業会計との関係についても明らかにする。
??? ????
　所得の伝統的な概念として 「所得源泉説」 と「純資産増加説」 がある。所得源泉
説とは、経常的な収益・費用を所得の源泉と捉える考え方である。一方、純資産
増加説とは、経常的な収益・費用のみならず臨時的な利得・損失も所得の源泉に
含めるという考え方である。両者を会計上の損益計算書との関係で図示すると図
表
 
２
 
のとおりである。
????????????????
純資産増加説所得源泉説損益計算書
益
金
及
び
損
金
益
金
及
び
損
金
売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び
一般管理費
営業利益
営業外損益
経常利益
特別損益
当期純利益
出所：大下（２ ０１３） ５７頁  図表３ -５ をもとに筆者作成
船　城　公　教
１２９
　図表
 
２
 
からも明らかなように、両者は税務上の収益及び費用等である益金及び
損金の範囲が異なる。臨時的利得・損失たる特別損益に該当する取引、例えば資
産の売却や贈与による利得を、所得源泉説では益金及び損金に含めず、純資産増
加説では含める。法人税法では伝統的に、また現在においても基本的に純資産増
加説の立場を採っている 。 これについて法人税法第 ２２ 条の検討によって明らか
 
にする。
??? ??????
　 わが国の課税所得計算の大枠を示す法人税法第 ２２条 は、 課税所得計算の一般
 
原則を以下のように規定している。
 
第１項
 
内国法人の各事業年度の「所得」 の金額は、当該事業年度の「益金」 の額か
ら当該事業年度の「損金」 の額を控除した金額とする。
 
第２項
 
内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算
入すべき金額は、「別段の定め」 にあるものを除き、 資産の販売、 有償又
は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその
他の取引で資本等取引以外のものにかかる当該事業年度の 「 収益」 の額
とする。
 
第３ 項
 
内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算
入すべき金額は、「別段の定め」 があるものを除き、 次に掲げる額とする。
 
第１号
 
当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準
ずる「原価」 の額
 
第２号
 
前号に掲げるもののほか、 当該事業年度の販売費、一般管理費その他
の「費用」 （償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の
確定しないものを除く。 ）の 額
 
第３ 号
 
当該事業年度の「損失」 の額で「資本等取引」 以外の取引に係るもの
 
第４ 項
 
第
 
２
 
項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、
「 一般に公正妥当と認められる会計処理の基準 」 に従って計算されるも
のとする。
 
第５ 項
 
第
 
２
 
項又は第
 
３
 
項に規定する資本等取引とは、 法人の資本金の額の増加又
は減少を生ずる取引及び法人が行う利益又は剰余金の分配及び残余財産
の分配又は引渡しをいう。
税務会計研究概論及び課税所得計算の本質
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　この関係を図示すると図表
 
３
 
のようになる。
　第
 
１
 
項では、 課税所得は益金の額から損金の額を控除して求められるという課
税所得計算の大枠を示したものである。これは企業会計における会計利益の算定
が一会計期間における収益から費用を控除して求めるという損益法を採用してい
ることと整合する。つまり、 法人税法第２２条 第
 
１
 
項は、 二時点間の純資産の増加
を以て当期間の利益とする財産法による利益ではなくて、損益法を前提とするこ
とを明示している （金子
 
２０１３，２ ８５；鈴木一
 
２０１３， ３１１）。
　第
 
２
 
項及び第
 
３
 
項では、第
 
１
 
項の益金及び損金の定義条文となっている 。 条文
の文言から明らかなように、会計上の概念である 「収益」 、「原価」 、「費用」 、「損
失」 が法人税法に組み込まれていることが分かる。益金の項には、 「資産の譲渡」
「 無償による資産の譲受け 」 とあることから 、 固定資産の売却や贈与による収益
 
が含まれる 。 また損金の項には 「 損失」 が含まれている 。 したがって 、 法人税法
は臨時的利得・損失までを含んだ純資産増加説を採っていることが分かる。これ
は企業活動が複雑化している状況では、経常的所得のみを源泉とした所得では課
税の公平が害されてしまうので、総体的な包括的所得を源泉とすることで担税力
に即した課税を行うことを図ったからである。なお会計においては収益力の測定
を通じて経営成績を図るニーズがあるため 、「原 価」、「費 用」、「損 失」 と分けら
れ、売上総利益、営業利益、経常利益、当期純利益といった段階損益が算定され
るのに対し、税務会計においてはどれだけ税金を負担できるかという担税力を図
るために課税所得さえ分かればよいから 、 税務上は「 損金」 という単一概念に
 
なっている （大下
 
２０１３， ５６ －５７；鈴木一
 
２０１３， ３１１）。
????????? ?? ????????
一般に公正妥当と認められる会計処理の基準
　　　　↓　　　　　　　　　↓
会計利益　 =　収益の額　－　原価・費用・損失の額
　　　　↓　　　　　　　　　↓
　　　　別段の定め　　　　　別段の定め
　　　　↓　　　　　　　　　↓
課税所得　 =　益金の額　　　－　　損金の額　　　
出所：大下（２ ０１３） ５１頁  図表３ -２  をもとに筆者作成
船　城　公　教
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　また、純資産増加説による包括的所得を、企業会計における純利益にその他の
包括利益を加えた包括利益と混同してはならない。例えば、その他有価証券評価
差額金は企業会計ではその他の包括利益として包括利益に含められるが、課税所
得には含められない （ 鈴木一
 
２０１３， ３１１）。 課税所得はどれだけ税金を負担でき
るか、すなわち担税力を反映したものでなければならないから、課税所得は事実
として確定した過去思考の利益に基づく。その他有価証券評価差額金のような未
実現利益は担税力があるとは言えないのである。
　 法人税法第２２ 条からは 、 課税所得計算は企業会計に依存していることが分
 
かるが、収益及び費用等と益金及び損金は完全には一致しない。益金及び損金は
収益及び費用等を「 別段の定め」 により修正 ・ 加工して算定され 、 その差額で
 
課税所得が求められる 。 こ の「 別段の定め」 には、 ①一般に公正妥当と認めら
 
れる会計処理の基準を確認する性質のもの、②一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準を前提としつつも、画一的処理の必要から、統一的な基準を設定し、
または一定の限度を設け 、 あるいはそれを部分的に修正することを内容とする
 
もの、③租税政策上または経済政策上の理由から、一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準に対する例外を定める規定の
 
３
 
つに分類される （ 金子
 
２０１３，
 
２９８ －２９９） 。
　 上記①の規定としては 、 資産の評価益の益金不算入の規定（ ２５条 ）、 資産の評
価損の損金不算入の規定（３ ３条 ） 等がある。②の規定としては、棚卸資産の評価
に関する規定（２ ９条 ）、減価償却に関する規定 （３ １条 ）、引当金に関する規定 （５ ２
条以下） 等がある。③の規定としては、受取配当等の益金不算入の規定 （２ ３条 ）、
交際費の損金不算入に関する規定（租税特別措置法 ６１条 の
 
４
 
） 等がある。
　こ の「 別段の定め」 の諸規定は、 純資産増加説の考え方と必ずしも適合するも
 
のではない。純資産増加説の考え方からすれば課税所得であるべきなのに、除外
する規定がある。例えば、法人が受ける受取配当は包括的所得に含められるべき
ものだが、既述の法人犠牲説の考え方によって益金不算入扱いになっている。反
対に純資産増加説の考え方からすれば課税所得にすべきだが算入する規定があ
る。例えば、交際費は当然費用性・損金性を有するものであるが、これを無制限
に容認すれば冗費がかさみ、資本蓄積が害されることから、政策的に交際費の損
金算入を制限することになっており、結果的に課税所得に対してプラスの調整が
なされている。
　 このように 、 課税所得計算は企業会計に計算の多くを依存しつつも 、 租税政
 
税務会計研究概論及び課税所得計算の本質
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策上の理由や税務会計特有の考え方によって一部を修正または加工して行われ
 
ているのが実態である。 「別段の定め」 を理解するということは正に税務会計を理
解 し 、 研 究 す る と い う こ と な の で あ る （ 大 下
 
２０１３， ５７ －５８；金 子
 
２０１３，
 
２９８ －２９９；鈴木一
 
２０１３， ３１７；成道
 
２０１３， ６ -７） 。
??? ??????
　わが国の課税所得計算は、株主総会で承認された会計利益を基に課税所得を計
算する確定決算主義を採用している。確定決算主義の形式的意義として、法人税
法第７４条 第
 
１
 
項において「法人は、 各事業年度終了の翌日から
 
２
 
月以内に、 税務
署長に対し、確定した決算に基づき申告書を提出しなければならない」 と規定さ
れているところである。
　 実質的意義としての確定決算主義は 、 法人税法第２２条 第
 
４
 
項を根拠としてい
る。一般に公正妥当と認められた会計処理の基準によって計算された収益及び費
用等をベースに 、 税法独自の「 別段の定め」 による修正 ・ 加工を経て課税所得が
導出される（大沼
 
２０１３， ４９ －５０） 。より具体的には、 損益計算書の末尾の税引後
当期純利益を、税務申告書別表第四の １行目に転記し、利益に加算 ・ 減算して課税
所得を算出する。
　このように、わが国の損益計算書と税務申告書は確定決算主義により当期純利
益を連結環に連結しているといえる。これはドイツやフランスといった大陸型の
制度を参考に導入された。なお米国や英国等においては、確定決算主義は採用さ
れておらず 、 企業会計上の書類と税務申告書は別々に作成することとなってお
 
り、 日本より会計と税務の乖離は進行している （大下
 
２０１３， ８３ －８４） 。なお、 建
前上会計と税務が連結していない米国においても、実務上の便宜を考慮して会計
と税務は多くの一致項目が存在し、異なる項目についてそれぞれの目的に応じた
修正を行うようにして、必要以上に乖離しないような努力はなされている （永田
 
２０１３， ３３６） 。
　 現行のわが国の制度会計は
 
３
 
つの会計制度、 金融商品取引法会計、 会社法会
 
計、 税務会計が存在し、 それぞれが相互に作用しあい、 わが国の GAAP（一般に
公正妥当と認められた会計原則） を構成し、トライアングル体制を築いてきた。
これら
 
３
 
つの会計制度は完全に独立しておらず、基本的に同じ計算構造を有して
いるが、それぞれ法律の目的が異なっていることから算定される利益概念に差異
が見られる （大下
 
２０１３， ４８ －４９） 。
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　金融商品取引法は、その法律の趣旨である投資家保護の観点から、投資家の意
思決定に有用な情報を提供するため、利益概念としては継続企業の正常収益力を
表す「業績利益」 を採用する（大下
 
２０１３， ４８ －４９） 。そして公開会社や一定規模
以上の大会社を対象に事業年度の経営成績や財政状態を表す書類として事業年度
終了後
 
３
 
ヶ月以内に有価証券報告書を提出することを求めている。
　 会社法会計は、 その法律の趣旨である株主及び債権者保護の観点から 、 株主
 
と債権者の利害調整を図るため 、 利益概念としては 「 配当可能利益」 を採用し
 
ている （ 大下
 
２０１３， ４８ －４９） 。 そして全ての会社を対象に営業上の財産及び損
益の状態を明らかにするため、事業年度終了後
 
２
 
ヶ月以内に計算書類の提出を求
めている。
　税務会計は、その法律の目的である課税の公平の観点から、納税者の担税力に
応じた納税を実現するため 、 利益概念として 「 課税所得」 を採用している （ 大下
 
２０１３， ４８ －４９） 。 そして会社法によって確定した利益を前提に課税所得を算定
 
し、その計算過程と税額を申告するため、事業年度終了後
 
２
 
ヶ月以内に税務申告
書を提出しなければならない。
　 このように 、３
 
つの制度会計はそれぞれの目的に沿った書類の作成を求めてお
り、該当する企業はそれぞれの書類を作成し提出しなければならない。企業会計
の書類、すなわち計算書類と有価証券報告書における財務諸表は、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書の内容が基本的に同じである。しかし、これ
ら企業会計の書類と税務申告書の作成が別々に行われることになると実務上の支
障が生じる。そこで、税務申告書は計算書類の利益を前提に一定の調整を加える
ことで作成することとし、企業会計との差異をなるべく少なくするような努力が
なされてきた。わが国の会計制度の発展は、企業会計と法人税の調整の歴史でも
ある（成道
 
２００９， ３２３） 。
　 しかし近年 、 企業会計と税務会計は乖離の一途を辿りはじめている 。２０００年
前後に金融商品取引法会計（当時は証券取引法） 上に時価会計が導入され、 ２００６
年（平成 １８年 ） に会社法が新設され旧商法に比して金融商品取引法会計と会社法
会計が接近した。一方で、これら企業会計の流れと課税の公平を求める税務会計
とは相容れない部分があり、税効果会計の導入と相まって企業会計と税務会計の
乖離が進んでおり、トライアングル体制の態様は以前とは異なっている。また今
後企業会計が IFRS にコンバージェンスしていく中で 、 未来志向型の IFRS と過
去志向型の課税所得計算の乖離がますます進んでいくことは容易に想像できる。
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この問題に対して課税所得計算はどうあるべきかについての解のヒントを提供す
るのも税務会計研究の重要な使命である。
 ??????????
　最後に、益金及び損金概念について扱う。課税所得計算は基本的には企業会計
に依存しているのであるが、担税力を適切に反映した課税所得を求めるために、
税務会計特有の概念により修正が施されている。その代表が益金概念の権利確定
主義と損金概念の債務確定主義である。実際には益金概念の権利確定主義は企業
会計の実現主義とほぼ似通った内容となっているが、損金概念の債務確定主義と
企業会計の発生主義に相当の乖離が見られる。損金の増加は納税額の減少に直結
するため、税法は特に経営者の見積もりや恣意的な処理を認めない傾向が強い。
順次見ていくこととする。
??? ??????????
　企業会計は収益の認識を実現主義により行っている。対して権利確定主義は法
人税法上に定めはない 。 所得税法第３６条 第
 
１
 
項では収入の認識について 、「各 種
所得の金額の計算上収入とすべき金額又は総収入金額に算入すべき金額は 、「別
 
段の定め」 にあるものを除き、 その年において収入すべき金額とする」 と定めてい
る。こ の「 収入すべき金額 」 と は、 実現した収益 、 すなわちまだ収入がなくても
「 収入すべき権利の確定した金額 」 のこととされる 。 法人税法も所得税法の考え
 
方と同様に収益の実現の時期を基準とし 、 財貨の移転や役務の提供等により債
 
権・債務関係が確定した時点で益金が発生したと考えるべきである。物品の販売
で検討してみる。企業会計上の実現主義では、財貨又は役務を提供し、その対価
として現金又は現金等価物を受領した時点で、収益を計上している。よって商品
を引渡し、顧客から売掛金や受取手形、つまり将来の支払いの約束を交わせれば
収益を計上できる。この約束の取り交わしは通常商品の引渡しと同時になされる
ものであり 、 結果として引渡し時点で 、 権利義務関係は「 確定」 しているといえ
 
る。したがって税法においても企業会計の実現主義と同時点で益金計上すること
になるのである。ただし、実現主義と権利確定主義が全く一致するのではなく、
政策等の理由や法人概念の違いにより、長期大規模工事や受取配当の規定のよう
に「別段の定め」 による調整が入ることもある （金子
 
２０１３， ２９９； 鈴木基
 
２０１３，
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２６ －２７） 。
??? ??????????
　益金に比して損金は費用等との乖離が大きくなっている。まず企業会計の費用
認識について整理すると 、 経済的減価の事実によって発生費用の認識が行われ
（ 費用の第一次認識）、 当該発生費用のうち費用収益対応の原則によって対応す
 
る費用が選びだされる （費用の第二次認識） 。一方、 税務会計上の損金の認識につ
いては 、 法人税法第２２条 第
 
３
 
項において 、「原 価」 は売上に対応するものとされ
ており企業会計上の概念と一致するが、 「費用」 「損失」 については一致していな
い。「費用」 については、 条文上債務確定主義によることを明示しており、 対応原
則は適用されない。 「損失」 においても発生主義が適用されるもの、 対応原則の適
用は見受けられない 。 特に会計上の見積もりの費用において顕著な違いが現れ
 
る。近年企業会計では、引当金に代表されるような経営者の見積もりを財務諸表
や計算書類に積極的に計上する流れになっている。これは投資家の意思決定に資
する情報を提供できるからである。一方、税務会計では原則として引当金の計上
は認められない。それでも例外的な措置として貸倒引当金や退職給与引当金等の
計上が認められてきたが、近年税制改正では、退職給与引当金は廃止され、貸倒
引当金は中小企業や金融業等を除いては、原則として縮小・廃止になっている。
税務会計は経営者の恣意的な会計処理により、担税力が歪められるのを嫌うので
ある 。 この点も会計基準の税法の乖離が顕著に現れている部分である （ 鈴木一
 
２０１３， ３１４ －３１５；鈴木基
  
２０１３，２ ６ －２７） 。
 ??????
　本論文では、まず税務会計研究の現状を概観した。法人税に対する税務会計研
究は、大きく課税所得論と税務計画論に分類され、伝統的には法令解釈型の課税
所得論の研究が盛んに行われてきたが、今後は実証研究に基づく課税所得論の研
究と税務計画論の重要性が増加していることを指摘した。また、租税の最も重要
な理念の
 
１
 
つとして担税力に応じた課税の公平の実現を指摘した 。 次に、 税務会
計研究の下地として、課税所得計算に絡めて、重要な税務会計の本質を取り上げ
た。税務会計は、企業会計に比べ、法人概念、資本概念、そして損金概念に大き
な差異があることが分かった。税務会計は、確定決算主義に代表されるように、
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基本的には企業会計に依存しているものの、課税の公平の実現のため、あるいは
政策上の都合等の理由により、企業会計とは異なる取り扱いが定められているこ
とを指摘した。今後の課題としては、税務会計の本質により迫るために、課税の
公平を脅かす租税回避行為について、その理論的研究と実証的研究を行っていき
たい。
（筆者は、関西学院大学大学院商学研究科博士課程後期課程  １  年）
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